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食 品安全委員会第 91 回会合議事録  

 

１．日時  平成 17 年４月 21 日（木）  13:59 ～ 15:53  

 

２．場所  食品安全委員会大会議室 

 

３．議事 

（１）食品安全基本法第 24 条に基づく委員会の意見の聴取に関するリスク管理機関から 

の説明について 

  ・遺伝子組換え飼料  １品目 

    除草剤グルホシネート耐性ワタＬＬＣｏｔｔｏｎ２５ 

    （農林水産省からの説明） 

（２）食品安全基本法第 23 条第１項第５号に基づく調査審議について 

・食品に残留する農薬等に関するポジティブリスト制度の導入について 

（３）食品安全関係府省食中毒緊急時対応実施要綱及び食品安全委員会食中毒緊急時対 

応指針（案）について 

（４）その他 

 

４．出席者 

  （委員）   

    寺田委員長、小泉委員、坂本委員、寺尾委員、中村委員、本間委員、見上委員 

（説明者） 

  厚生労働省 松本大臣官房参事官、中垣基準審査課長 

  農林水産省 境薬事・飼料安全室長 

 （事務局） 

    齊藤事務局長、一色事務局次長、小木津総務課長、村上評価課長、藤本勧告広報課長、 

杉浦情報・緊急時対応課長、西郷リスクコミュニケーション官、福田評価調整官 

 

５．配付資料 

資料１－１ 食品健康影響評価について 
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資料１－２ 安全性の確認に当たり意見を聴取する飼料の概要 

資料２－１ ポジティブリスト制度の導入に関する意見等 

資料２－２ 諸外国における残留農薬のポジティブリスト制度 

資料２－３ ＪＭＰＲ及びＪＥＣＦＡにおいてＮＯ ＡＤＩと評価された品目（案） 

資料２－４ 食品衛生法第 11 条第３項に規定する「人の健康を損なうおそれのない量」 

の設定について 

 資料２－５ 食品に残留する農薬等に関するポジティブリスト制度の導入に伴う分析法 

開発とその対策について（案） 

 資料２－６ 食品に残留する農薬等に関するポジティブリスト制度の導入について（こ

れまでの経緯と今後の予定） 

資料３－１ 食品安全関係府省食中毒緊急時対応実施要綱 

資料３－２ 食品安全委員会食中毒緊急時対応指針（案） 

資料３－３ 食品安全関係府省食中毒緊急時対応実施要綱における緊急時対応について 

 

６．議事内容 

○寺田委員長  それでは、時間が参りましたので、ただいまから「食品安全委員会」第 91

回の会合を開催いたします。本日は７名の委員全員が御出席でございます。 

  また、厚生労働省より、松本大臣官房参事官、中垣基準審査課長においでいただき、ま

た、農林水産省から、境薬事・飼料安全室長に出席していただいております。どうもあり

がとうございました。 

  本日の会議全体のスケジュールにつきましては、お手元にございます「食品安全委員会

（第 91 回会合）議事次第」がございますので御覧ください。 

  資料の確認をお願いします。 

  資料１－１が「食品健康影響評価について」。 

  資料１－２が「安全性の確認に当たり意見を聴取する飼料の概要」。 

  資料２－１が「ポジティブリスト制度の導入に関する意見等」。 

  資料２－２が「諸外国における残留農薬のポジティブリスト制度」。 

  資料２－３が「ＪＭＰＲ及びＪＥＣＦＡにおいてＮＯ ＡＤＩと評価された品目（案）」。 

  資料２－４が『食品衛生法第 11 条第３項に規定する「人の健康を損なうおそれのない量」

の設定について』。 

  資料２－５が「食品に残留する農薬等に関するポジティブリスト制度の導入に伴う分析
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法開発とその対策について（案）」。 

  資料２－６が「食品に残留する農薬等に関するポジティブリスト制度の導入について（こ

れまでの経緯と今後の予定）」。 

  資料３－１が「食品安全関係府省食中毒緊急時対応実施要綱」。 

  資料３－２が「食品安全委員会食中毒緊急時対応指針（案）」。 

  資料３－３が「食品安全関係府省食中毒緊急時対応実施要綱における緊急時対応につい

て」であります。 

  皆さん、お手元に資料ございますね。 

  それでは、議題に入らせていただきます。「食品安全基本法第 24 条に基づく委員会の意

見の聴取に関するリスク管理機関からの説明について」であります。 

  資料１－１にありますように、４月 15 日付けで農林水産大臣から、食品健康影響評価の

要請がありました、遺伝子組換え飼料「除草剤グルホシネート耐性ワタＬＬＣｏｔｔｏｎ2

5」について、農林水産省から説明がありました。農林水産省の境薬事・飼料安全室長、よ

ろしくお願いいたします。 

○境薬事・飼料安全室長  それでは、資料１－１を御覧いただきたいと思います。今、委

員長からお話がございましたように、４月 15 日付けで食品健康影響評価をお願いしており

まして、「除草剤グルホシネート耐性ワタＬＬＣｏｔｔｏｎ25」でございます。 

  この組換えＤＮＡ技術を飼料等に利用する場合には、飼料安全法の規定に基づきまして、

農林水産大臣が安全性の確認を行うことになっております。その際、家畜への影響につき

ましては、農業資材審議会の方で御審議をいただきまして、安全の確認をいただくという

ことになっております。 

  一方で、ヒトへの影響につきましては、本食品安全委員会の方に評価をお願いする形に

なっております。その結果、両者の評価を踏まえて安全性上問題がなければ農林水産大臣

が確認するという形で流通が認められるという仕組みになっております。内容につきまし

ては、資料１－２の１枚紙で御説明をさせていただきます。 

  品名は、先ほど申し上げましたとおりでございます。 

  安全性確認申請者は、バイエルクロップサイエンス株式会社でございます。 

  使用方法につきましては、ここに書いてございますように、遺伝子組換え体でない通常

のワタと同様に、綿毛を取り除いた綿実及び搾油後の綿実油かすを、家畜あるいは家禽用

の飼料として使うということについて、ヒトへの健康影響評価をお願いするというもので

ございます。 
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  このものの特徴でございますけれども、除草剤グルホシネートの影響を受けずに成育で

きる性質を組換えＤＮＡ技術により付与したものでございます。ここに括弧書きがござい

ますように「グルホシネートは、植物中のグルタミン合成酵素の活性を阻害し、その結果、

植物はアンモニアの蓄積により枯死する」というものでございます。 

  この除草剤グルホシネート耐性ワタＬＬＣｏｔｔｏｎ25 は、グルホシネートをＮ－アセ

チル－グルホシネートにアセチル化して不活性化するという、ホスフィノトリシンアセチ

ル基転移酵素（ＰＡＴ）を生成されるビアラフォス耐性遺伝子（ｂａｒ）を導入したもの

でございまして、その結果除草剤グルホシネートの影響を受けずに、このワタが成育でき

るというものでございます。 

  なお、この組換えワタにつきましては、既に食品として、綿実油としての安全性につき

ましては、既に平成 16 年６月に確認をしていただいているというものでございます。 

  以上でございます。 

○寺田委員長  どうもありがとうございました。ただいまの説明、あるいは記載事項に関

しまして、御質問などございませんでしょうか。よろしいですね。 

  それでは、本件につきましては、「遺伝子組換え食品等専門調査会」で審議させていた

だきます。どうもありがとうございました。 

  それでは、次の議題に移らせていただきます。「食品に残留する農薬等に関するポジテ

ィブリスト制度の導入について」であります。本件につきましては、前回の委員会で厚生

労働省より説明がありましたが、その際、委員から幾つかの質問と意見がございました。

まず初めに、前回出ました質問や意見につきまして、事務局で整理してもらっていますの

で、事務局から説明をお願いいたします。 

○村上評価課長  それでは、資料２－１、横書きの表になっておりますが、これに基づき

まして御説明をさせていただきます。 

  資料２－１の内容は、前回の第 90 回の「食品安全委員会」の会合におきまして、各委員

より御発言のありました御意見を整理したものでございます。ですから、この主な御意見

等に基づきまして、これに対しまして、本日厚生労働省よりこの一部につきましては、御

説明なりお答えがあろうかと考えているものでございます。 

  事項といたしましては、大きく３点ございまして、１つは、暫定基準を設定するという

措置を講じようとしているわけでありますが、その安全性のさらなる向上のための再点検

をする必要があるのではないかというのが、大きな第１点目でございます。 

  第２点目は、制度導入後の迅速なリスク評価、とりあえずは暫定基準を導入するにして
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も、その後リスク評価、食品健康影響評価を迅速に行わなければならないという観点から、

制度導入後の迅速なリスク評価の推進という点が御指摘の第２点目でございました。 

  第３点目は、この新しい制度についての国民理解の促進ということが御指摘されていた

ところでございます。 

  細かい事項といたしましては、１番目の安全性のさらなる向上のための再点検につきま

しては、全般的な御意見、御質問といたしまして、今後の手順スケジュールを教えていた

だきたい。 

  もう一つは、暫定基準を設定する際に参考とした、米国、ＥＵ、オーストラリア、ニュ

ージーランド及びカナダについて、それぞれの国におけるポジティブリスト制度の概要、

あるいは特に対象農薬数が一体それぞれの国で幾つぐらいになっているのかを教えてほし

いというものでございました。 

  もう一つは、諸外国で登録されている農薬等の情報を教えてほしいという御質問がござ

いました。 

  もう一つは、一律基準の設定を同時にすることになっているわけでございますが、暫定

基準が定められなかったものについては、一律基準を設定するということになっておるわ

けでございますが、この設定の考え方について教えてほしいと。0.01 ppm という一律基準

に基本的にはしようというお話もございましたけれども、それの考え方について教えてほ

しいという御意見でございました。 

  対象外物質も指定することになっておるわけでございますが、これが最終的なリストが

作成され次第提出してほしいという御意見がございました。 

  それから、暫定基準の設定につきまして、暫定基準の設定対象となる 740 物質というも

のが、どのようなものなのかというリストを出してほしいという御意見。あるいは暫定基

準が設定されている物質についての国際機関の評価において、ＡＤＩが設定できない、Ｎ

Ｏ  ＡＤＩという形で評価されているものもあるので、そのような物質については暫定基

準を設定するということはむしろ問題なのではないかというような観点から、ＡＤＩの国

際評価機関等でのＡＤＩの設定の有無がわかる資料を提出してほしいという御指摘がござ

いました。 

  複数の外国政府に基準がある場合の暫定基準の算定方法について、更に説明してほしい

という御意見がございました。 

  国内で含有してはならないという扱いになっている抗生物質について、基準値を定める

に至った考え方の経緯と申しますか、考え方を教えてほしいという御指摘がございました。
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  リスト物質、暫定基準を設定した場合の監視に用いられる公定分析法については、その

策定を急ぐべきであるという御意見がございました。 

  「２．制度導入後の迅速なリスク評価の推進」に関しましては、リスク評価に基づいた

本基準、暫定基準ではない本基準の早期設定のための個別農薬の評価を計画的に諮問して

行っていくべきではないかという御意見がございました。 

  最後に「３．国民理解の促進」という意味では、ポジティブリスト制度ということの導

入メリット、あるいはポジティブリスト制度そのものにつきましては、国民にわかりづら

い面があるということで、国民の不信を招かないように、わかりやすいリスクコミュニケ

ーションに努めるべきではないかという御指摘がございました。 

  90 回の委員会会合におきます委員の先生方からの主な意見は、以上のとおりでございま

した。御報告いたします。 

○寺田委員長  大変よくまとめていただきまして、どうもありがとうございました。 

  それでは、続きまして、これに対する前回の委員会へ厚生労働省から追加説明をいただ

くということになっていましたので、今回説明が可能なものにつきましては、資料を提出

していただいていますので、厚生労働省から追加説明をお願いいたします。 

  厚生労働省の中垣基準審査課長、よろしくお願いいたします。 

○中垣基準審査課長  厚生労働省の中垣でございます。よろしくお願い申し上げます。 

  それでは、資料２－２から資料２－６に基づいて御説明申し上げます。その前に、今、

御説明がございました、資料２－１との関係をまず御整理させていただければと思います。

  本日、資料を用意させていただきましたのは、この表で申し上げますと、１の（１）の

一番初めのポツで今後の手順、スケジュール、２番目のポツで諸外国のポジティブリスト

制度の概要でございます。３番目のポツにつきましては、前回の委員会でもお願い申し上

げましたけれども、一定の時間的な猶予をお願いをしたいと考えております。 

  次に（２）の一律基準の設定の考え方については、資料を用意させていただいておりま

す。 

  （３）のポツ、対象外物質のリストでございますが、これは５月末を目途に作業してお

りますので、作業終わり次第最終決定をする前にこちらにまたお諮りしたいと考えており

ます。 

  （４）の暫定基準の設定の最初のポツにつきましても、対象外物質と同様に、５月末を

目途に提出させていただきたいと考えております。 

  その次のポツの、いわゆる国際機関でＡＤＩが設定されていないものについては、資料
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を用意させていただいております。 

  その次のポツの複数国の外国基準がある場合の取り扱いについては、前回の会合におい

て御説明を申し上げたかと思っております。 

  その次のポツの抗生物質の取扱いにつきましても、前回の会合でお答えをさせていただ

いたものと考えています。 

  それから、下３つについては、御意見を賜っておりまして、我々今後のリスクコミュニ

ケーションの活動等に当然のことながら反映させていただこうというふうに考えていると

ころでございます。 

  それでは、資料２－２を御覧いただきたいと思います。資料２－２が、我々が現在つか

んでおります農薬について、ポジティブリストを実施している国々の状況でございます。

今実施しておりますのが、アメリカ、カナダ、ニュージーランド、ドイツでございまして、

実施を決定しておる、もう規則まで正式に出ておりますのがＥＵでございます。 

  それぞれの国におきます設定の農薬数あるいは一律基準につきましては、アメリカが大

体 350 の基準がございまして、一律基準としては 0.01～ 0.1 ppm の範囲で運用しておると

いうふうに聞いております。すなわち個別農薬ごとに検査法を見ながら、0.01～ 0.1 ppm 

の間で大体セットされておるということでございます。 

  カナダでございますが、約 150 の農薬について基準が設定されておりまして、一律基準

は 0.1 ppm と定められておりますけれども、この 0.1 ppm という一律基準は高いのではな

いかという観点から、カナダ政府が見直しをしておるということを公式に表明をいたして

おります。 

  ニュージーランドでございますけれども、ニュージーランドは動物薬も含めて農薬の数

として 150 というふうに聞いておりまして、一律基準はカナダのものを参考に 0.1 ppm 

というふうに設定がされております。 

  ドイツでございますが、ドイツの情報は混乱しておりまして、若干申し訳ないことがあ

りましたし、厚生労働省の一部の資料でも 600 の基準があるというふうに書いたものがご

ざいますけれども、この 600 というのは国内で登録があるのが 250 。この 250 に加え諸

外国で使われておるものも含めて基準はつくられておりますから、それが 400 。この 250 

と 400 という数字がいつの間にか足して 600 ということで、600 という形で出回っている

資料が一部ございますけれども、昨日ドイツの担当から聴取しましたところ、数としては

400 である。うち国内登録が 250 であるということでございます。一律基準は 0.01 ppm

でございます。 
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  ＥＵの規則でございますが、本年の３月に正式に官報に告示されましたけれども、基準

設定の農薬については別表に掲載するということになりまして、その別表はいわゆる本基

準と暫定基準をつくるということを書かれておるわけでございますが、18 年の４月までに

設定をするということでございますので、現在幾つの数になるかというのは未定でござい

ます。 

  一律基準につきましては、0.01 ppm、ただし一般的な分析法、規則そのままで申し上げ

ますと、ルーティン・アナリティカル・メソッドと言っておりますけれども、これを考慮

して 0.01 ppm を超える値を農薬によっては定めていくというふうに書いておりまして、説

明されておりますのは定量限界が農薬によっては 0.01 ppm を上回るものについては、0.0

1 ppm を超えた一律基準を設定をするということであるというふうに考えております。 

  それに対しまして、参考でございますが、我が国の基準設定の農薬数は、前回お示しし

ましたとおり、大体暫定基準の設定が 740 というふうに考えております。また、基準を今

回全く改正をしない、暫定基準も設定しない農薬というのが 50～60 あるというふうに考え

ております。 

  したがいまして、合わせて 800 程度になるわけでございますけれども、このうち主に農

薬として使用されるものというのは、農薬と動物用医薬というのは一部重なっているとこ

ろがあるわけでございますが、主に農薬として使用されるものは 600 でございます。 

  そういう点から見ますと、ドイツに比べても多いということになるわけでございますけ

れども、我が国の国内登録の農薬というのは大体 350 ある。ドイツが 250 と昨日聞いてお

りますので、そういう意味から申し上げますと、国内登録の農薬自体が 100 程度多いとい

うようなことも１つの背景としてあるのだろうと考えています。 

  また、カナダとニュージーランドが 150 と少ないわけでございますが、これは一律基準

が 0.1 ppm となっておりますので、0.1 ppm 以下、例えば、0.1 ppm であるとか 0.05 pp

m であるといった基準というのは、基本的につくらないということが前提になっておりま

す。すなわち、一律に 0.1 ppm で規制をするわけですから、それより下の基準というのを

つくっても意味がないというような立場から、農薬の数としても基準設定の農薬の数が比

較的少ないというようなことになっておるんだろうと考えております。 

  次に、一律基準でございます。我が国の一律基準は 0.01 ppm ということでございますし、

ただし書きでございますけれども、３つの例外を考えております。 

  １つには、ＥＵで申し上げたのとほぼ同様の考え方でございますけれども、地方自治体

等、あるいは検疫所で用いる通常の分析法の定量限界が 0.01 ppm を超えるような場合につ
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いては、その定量限界を採用せざるを得ないんだろうというふうに考えております。 

  ２番目でございますが、ＡＤＩが極めて小さい場合、具体的には 0.3 μｇというふうに

書いておりますけれども、そのような場合は例外的に不検出と考えていくんだろう。また、

③でございますが、設定された基準値が 0.01 ppm を下回る場合、ごく限られておって、農

薬では３つ４つぐらいしかこの例には該当してこないんだろうと考えておりますけれども、

0.01 ppm の小さい基準値を既に設けておるような場合においては、その値をもって一律基

準にしていくんだろうと考えておりますが、この例外を含めて、後で詳しく資料で御説明

申し上げます。 

  次に、資料２－３でございます。まず１点御訂正をお願いしたいんですが、表題に（案）

となっております。これはこちらに提出する前に（案）で作業をやっておりまして、最終

的にそのまま提出するという不始末を犯しております。恐縮でございます。（案）を取っ

ていただければと思います。 

  前回、小泉委員から御指摘のあった国際的な評価機関において、ＡＤＩが設定できない

と評価されたものがあるのではないかという御指摘を賜ったところでございまして、それ

に基づいて、いま一度作業を行ったところでございます。 

  一番下に書いておりますように、前回お示しした中に一部の農薬、動物用医薬品につい

ては、既に不検出という形で処理をしておったものがございますので、それ以外のものと

いうのをここで掲載をいたしております。 

  個別に簡単に御説明を申し上げますと、最初がＢＨＣでございまして、ＢＨＣは 1973

年に発がん性、難分解性の観点から、「ＮＯ ＡＤＩ」という評価が下っておるわけでござ

いますが、ＢＨＣというのは、α、β、γのＢＨＣというふうに詳細には分かれまして、

このうちのγのＢＨＣについてはリンデンとしてＡＤＩが設定されておるところでござい

ます。  次に、ＤＮＯＣとアレスリンは 1965 年にいずれも肝毒性の観点から「ＮＯ ＡＤ

Ｉ」となっております。 

  次のオキソリニック酸は、94 年に幼い犬の関節軟骨の退行的変化、アルカリホスファタ

ーゼの減少の観点から、無毒性量が設定できないというような理由で「ＮＯ ＡＤＩ」とい

うようなことになっておるわけでございます。 

  次は、キシラジンでございまして、代謝物の関係。 

  次は、クアザチンでございますが、発がん性。 

  クマホスで催奇形性。 

  四塩化炭素で肝毒性。 
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  スルファチアゾールで、ホルモン影響。 

  タイロシンで微生物学的あるいは毒性学データの不足。 

  プロファムについて、催奇形性の問題から、いずれも「ＮＯ ＡＤＩ」というような評価

がされておるところでございます。 

  これらについては、前回、御指摘もいただいておりますので、いま一度これらに対する

我々の考え方をまとめていきたいと考えておりますが、１点あらかじめ御説明申し上げま

すと、農薬と動物用医薬品と両方に使われるものがある。その場合に、このＪＭＰＲとい

うのは農薬としての評価、ＪＥＣＦＡというのは動物用医薬品としての評価しかしていな

いという問題。あるいは現実にございますのは、オキソリニック酸について、もう既に我々

としては聞いておるんでございますが、同じ化合物を全く別個に複数の会社で開発をして

いる。 

  例えば、その片一方の会社はＪＥＣＦＡに持っていった。それでこういう結果が出てい

る。もう一方の会社は、自分としては十分なデータを持っておるというふうに考えておる

というような例もあるかと聞いておりまして、私どもとしましては、データがあるのであ

れば、これはあくまで国際機関としての評価でございますから、この委員会に早急にお諮

りをして評価をしていただくというのも１つの手なんだろう。その辺りも含めて、これに

対する考え方、基本的には「ＮＯ ＡＤＩ」とされておるわけでございますから、今までの

取扱いと同様に不検出というような規制をしていくわけでございますけれども、それに加

えて、そういうデータがあるというふうなものについては、早急に評価をお願いをすると

いうのも考えたいと思っておるわけでございますが、最終的な検討まで、５月には我々と

しての考え方をまたここでお示しさせていただくということにさせていただければと思っ

ておるところでございます。 

  次は２－４でございまして、一律基準の考え方でございます。 

  まずＩの法的背景等において条文を掲げておるわけでございますけれども、この一律基

準というのは下から５、６行目のところに（１）と（２）と２つの類型を示しております

けれども、この類型、すなわち（１）がいずれの農作物にも基準が設定されていない農薬、

言わば未知の農薬が検出された場合。 

  （２）でございますけれども、例えば、米と小麦には使用が認められておって、基準も

あるんだけれども、それが使用が認められていない禁止されておる大豆から検出されたと

いう場合。この２つの場合に適用されるというのを書いておるところでございます。 

  その下にございます「なお」は、農薬等の国内使用について、農薬取締法、薬事法それ



 11

ぞれ改正がされまして、15 年の７月でございますが、農水大臣が認めた農作物以外には使

ってはならないというような規制が加えられましたので、そういう意味から申し上げます

と、今、類型で申し上げました（１）（２）というのはいずれも農薬取締法あるいは薬事

法の違反になるということを示しております。 

  ２ページ、一番初めに「また」から始まる段落を書いておるわけでございますが、我が

国ではこの一律基準が適用となるというのは、農薬取締法等の違反になるということを申

し上げたわけでございますけれども、諸外国でも事情は同じでございまして、やはり違反

になるということでございます。 

  また、暫定基準について、４行目に書いておりますように、アメリカ、カナダなどの基

準を参考に暫定的な基準をつくるということを申し上げておるわけでございますから、結

果的に申し上げますと、この一律基準が適用となるのは、我が国は勿論アメリカでもカナ

ダでも暫定基準の対象とした国々すべてにおいて使用が認められていない、使用が禁止さ

れておる農作物から見つかった、あるいはそういう使用が認められていない農薬が検出さ

れたというような状況にあるということを申し上げているところでございます。 

  大きな II が諸外国の状況でございますけれども、今、最初の資料２－２で御説明申し上

げましたので、省略をさせていただきます。 

  次が４ページに飛んで恐縮でございますけれども、４ページが我が国としてデータを収

集をし、これは「薬事・食品衛生審議会  農薬・動物用医薬品部会」において御検討いた

だいたわけでございますけれども、幾つかのデータに基づいた評価がされておるところで

ございます。 

  １つには、①のＪＥＣＦＡにおける香料の評価でございます。香料とは言え、同じ化学

物質でございまして、その化学物質である香料について、どのような評価がされておるか

ということでございますけれども、ＪＥＣＦＡは許容される暴露量の閾値を 1.5 μ g/day 

ということで、設定をしておるところでございます。 

  また、②でございますが、アメリカのＦＤＡの間接添加物、すなわち容器などから溶出

してくる化学物質の規制を間接添加物と呼んでおるわけでございますけれども、その規制

において 1.5 μ g/day というのを閾値、許容量というふうに定めておるわけでございます。 

  この①、②のバックグラウンドにあるデータが③にあるデータ、文献を４つほど載せさ

せていただいておるわけでございますが、要は今までに評価されたものを数百の化合物に

ついて、どれぐらいにＡＤＩがあるのかというのを分析をしていっておるわけでございま

して、その結果といたしまして、1.5 μ g 程度であれば、どのような化合物であっても、
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基本的に人の健康を損なうようなおそれはないんだろうというようなことが、これらのデ

ータに載っておるわけでございます。これが文献からの考察、あるいは諸外国政府機関の

評価の考察でございます。 

  （２）が部会として取り組んでいただいたわけでございますけれども、我が国で今まで

に評価をした 240 の農薬、またＪＭＰＲで評価された 224 の農薬。これのＡＤＩを小さい

方から並べてみますと、５ページの下の表。アルドリン、ディルドリン、キナルホスとい

う具合になってまいります。すなわち農薬でＡＤＩが一番小さいといっておりますのは、0.

1 μｇ/kg/day ということが、少なくとも、これら我が国の今までの実績あるいはＪＭＰ

Ｒの実績からは、このような分析がされる。 

  また、その次のページでございますけれども、同じような作業を動物用医薬品について

行いますと、クレンブテロール、デキサメサゾン、トレンボロンという形で、一番小さい

のが 0.004 μｇ/kg/day となるということでございます。 

  これらのもの、すなわちその次の２の暴露評価でございますけれども、仮に農薬で一番

小さいアルドリン。アルドリン自体はもう禁止された農薬でございますけれども、一番小

さいものが 0.1 μｇです。また、一番右に動物用医薬品として、一番小さい 0.004 μｇ。

間に先ほどＪＥＣＦＡあるいはアメリカで使われておる 1.5 μｇ/day というのを体重 50 

kg というふうに仮定しますと、0.03μ g/kg/day。ここまで大丈夫ということになってまい

るわけでございますけれども、この３つについて、仮に 0.01 ppm とした場合に、どれぐら

いの食品の量を食べると、このそれぞれの許容量に達するかというのを試算しております。 

  すなわち許容量が 0.1 μ g/kg/day だとすると 500 g 、0.03 だとすると 150 g 、0.004 

だとすると 20 g というのが、その暴露評価の結果でございます。 

  また、６ページの一番下に書いておりますのは、実際の国民栄養調査に基づいて、日本

人がどの食品をどれぐらいの量を食べておるかということを示しておりますけれども、仮

に 0.004 μ g/kg/day ということで 20 g だとすると、20 g を超えるというのは、かなり多

くの食品が毎日 20 g を超えて食べておるというような状況にある。 

  次に真ん中の欄の 0.03 ですと 150 g でございますから、150 を超えるのは米だけであ

る。また、米というのは基幹作物として厳しい取り扱いがされており、また輸入も基本的

にはコントロールされておるというような状況にある。更に 0.1 μ g であれば 500 g を超

えるものはないというのがこの結果でございまして、これらの結果を基に、最終的には７

ページでございます。 

  ７ページの（１）で申し上げているのは、最初に申し上げました一律基準が適用となる
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のは、基本的には禁止された作物について使った場合であるということを（１）で述べて

おります。 

  （２）で述べておりますのは、ＪＥＣＦＡあるいはアメリカＦＤＡにおいては化学物質

について 1.5 μ g/day というのを１つの許容量としておるということを述べております。

  （３）は、我が国あるいはＪＭＰＲ、ＪＥＣＦＡの評価結果から試算をしてみると、1.

5 μ g/day という、さっきの許容量を超えるというのは、３つの動物用医薬品しか見つか

らなかったと。そういうことから考えても、この 1.5 g/day という１つの目安というのは、

一定の妥当性があるんだろうということを述べております。 

  その上で（４）でございますが、1.5 μ g/day というのを一つの目安にすると、0.01 p

pm で設定をすると、そこは 150 g の余裕があるわけでございますが、150 g というのは米

以外に超えるものがなくて、米については先ほど来申し上げましたような、かなり厳重な

取扱いがされておるというようなことから考えますと、この 1.5 μ g/day という許容量を

0.01 ppm で一律基準を設定すれば、超えるというような事態というのは想定できないので

はないかというようなことから、0.01 ppm というのは一定の科学的な妥当性があるんだろ

うということを述べておるというわけでございます。 

  また（５）でございますが、諸外国の例として、先ほど申し上げましたような 0.01～ 0.

1 ppm でコントロールされておる、あるいは最新のＥＵにおいても 0.01 ppm になるという

ようなことを考えても、その妥当性というのは支持されるのではないかというようなこと

を述べておるところでございます。 

  この中で、先ほど一番初めに申し上げました例外の関係でございますが、この７ページ

の（３）の２番目の「なお」から始まるパラグラフを御覧いただきたいと思いますけれど

も、この 0.01 ppm の妥当性を論じていく上で、１つの許容量の目安として 1.5 μ g/day 、

50kg 体重換算では 0.03 μ g/kg/day を目安といたしておりますので、これを下回るような

ＡＤＩのものについては、一律基準については特別な取り扱いが必要なんだろうと考えて

います。 

  実際問題、今、把握おりますのは、動物用医薬品３品目。クレンブテロールというのは

赤みを増すためのβ作動薬でございますし、デキサメサゾンあるいはトレンボロンという

のは、いずれも合成ホルモン剤でございますが、これら３品目については不検出というよ

うなことで取り扱うべきではなかろうかということが述べられておるわけでございます。 

  次の資料２－５も（案）となっておりますけれども、先日、部会に御報告をし御了解を

いただいておりますので、そういう意味から申し上げますと、この（案）というのは削除



 14

していただきたいと思いますが、分析法と一律基準との関係を説明をしております。 

  ２の「分析法開発の状況」でございます。現在、平成 15 年度から３年の予定で国立医薬

品食品衛生研究所を中心に、地方の衛生研究所あるいは民間の登録検査機関等の御協力を

得ながら開発を進めております。 

  基準を設定する数が膨大になりますので、一斉分析法と申しまして、１回の操作で 100 

とか 200 とかいう農薬等を分析できるような方法を中心に検討いたしております。 

  具体的には農薬については、ガスクロマトグラフ・質量分析あるいは液体クロマトグラ

フ・質量分析を中心にやっておりますし、動物用医薬品につきましては、高速液体クロマ

トグラフあるいは液体クロマトグラフ・質量分析などを中心にやっておるところでござい

ます。 

  そのような状況ではありますが、（２）でございますけれども、今使っている分析法は

本年の１月に通知したところでございまして、そこには 261 品目載っております。 

  この分析法の定量限界、定量限界というのは、いろいろな条件で一般に変動し得るもの

でございますが、基本的に定量限界として示しておるものを分析しますと、２ページでご

ざいますが、0.01 ppm 以下というのが 163 品目、62.5％あるわけでございますけれども、

0.01 ppm まで行かないものが 37～38％あるわけでございます。 

  （３）でございますが、一方では一律基準を 0.01 ppm に定めようとしておるわけでござ

いますけれども、厚生労働省として示しておる分析法において 30 数％というのは、0.01 

ppm まで実際上定量することが困難だというような状況にあるわけでございまして、その

状況というのは取り締まる上でも、あるいは自主的に管理をしていく上でも、非常に難し

い問題が出てくるということを考えておるわけでございます。したがいまして、３番の対

応でございますが、一律基準としては 0.01 ppm とする。 

  ２番目の○でございますけれども、その上で地方自治体あるいは検疫所等で監視指導に

用いる検査法において、0.01 ppm で分析が困難というようなものにつきましては、農薬ご

とに、その定量限界に相当する値をもって一律基準に変えようという考え方でございまし

て、この考え方は先ほど御説明をしたＥＵの考え方と基本的に同一になるんだろうと考え

ております。 

  ３番目の○でございますが、このような取り扱いをするというのは、分析法の開発との

関係でございますから、分析法の開発というのは今後とも続けていって、その開発がなっ

た暁には、この取り扱いというのもまた見直していくということを３番目の○で言ってお

るわけでございます。 
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  ４番目の○は、先ほどと繰り返しになるわけでございますけれども、ＡＤＩが一定より

も小さい場合の特殊な取り扱いを述べておるところでございまして、このような形で一律

基準自体というのは 0.01 ppm とした上で、例外的に分析法の定量限界が 0.01 ppm に行か

ない場合、ＡＤＩが小さい場合、基準値が小さい場合という３つの例外を設けたいと思っ

ておるところでございます。 

  最後が資料２－６でございます。これまでの経緯と今後の我々としての予定をお示しい

たしております。15 年の５月に法律が成立公布されまして、15 年の６月から審議会におい

て議論を積み重ねてきたところでございまして、15 年の 10 月には一次案を公表し意見募

集を行う。16 年の８月には２次案を公表して意見募集を行ってきたところでございまして、

今そういう意味で申し上げますと、最終案をつくる過程にあるわけでございます。 

  今後の予定でございますが、最終案をつくる作業というのは５月末を目標にしたいと考

えておりまして、その案がまとまった段階で食品安全委員会にお諮りをし、また薬事・食

品衛生審議会の部会にもお諮りをしたい。 

  その上で公表し、パブリック・コメント、ＷＴＯ通報というような手続を踏んでいきた

いと考えておるわけでございます。 

  このＷＴＯ通報が 60 日でございますから、そのコメント期間を考えますと、コメントが

出てまいるのが８月、それを整理していくと９月になるのではないかと考えておりますけ

れども、整理し次第、どのようなコメントがあったのか、それにどのような形で答えてい

くのかを含めて、また食品安全委員会にもお諮りをし、我々の審議会、食品衛生分科会の

御審議あるいは答申というような手続を踏み、告示の準備作業に入り、11 月の末には告示

をしたいというふうに考えおるわけでございます。 

  この 11 月の末をセットしておりますのは、法律上、５月の末には施行するということが

既に決まっておりまして、半年間程度の周知期間を置くことが必要だろう。半年間程度の

準備が必要なんだろうという意味で告示を 11 月末を目標に、すべての作業を進めていると

ころでございます。 

  以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○寺田委員長  どうもありがとうございました。 

  ただいまの説明の内容、またはポジティブリスト制度の導入に関わる基本方針や実施方

法について、追加的な意見や質問がございましたら、この前の意見に関しまして、よくお

答えくださいましたので、何かありましたら、どうぞ。 

○見上委員  資料２－３に関して私の理解不足でまた課長に御迷惑をかけるかわからない
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んですけれども、ここに 11 品目ありますね、そのうち、この４番目に「残留基準が設定さ

れている国」というカラムがありまして、その中に「動薬」または「薬事」という、これ

は動物に飼料添加物または薬として使っているものだと思うんですけれども、その中でＥ

Ｕだとかオーストラリアだとか、いろんな国で既に暫定基準が決定されているにもかかわ

らず「ＮＯ ＡＤＩ」と書いてあります。 

  確かにＡＤＩは設定されていないんだけれども、国際機関というか、いろんな国で残留

基準が設定されるものを、いわゆる不検出というふうに扱いかねないような言い方でない

かなと思われます。データがあるのは再評価すると。最終決定は来月５月にするというお

話はあったんですけれども、この辺に関して、要するにいろんな国で残留基準が決められ

ているにもかかわらず、不検出にするという、その根拠は何ですか。 

○中垣基準審査課長  恐らく、このような事態が生じておるのは、先ほど申し上げました

ように、特許も何もない、全く別の会社が国際的に見るとＡという国で開発をし、こちら

はＢという国、あるいはＣという国で開発をしておる。 

  一方ではＪＥＣＦＡに持っていったのは、このＡ、Ｂ、Ｃのうちのある特定の例えば、

Ｂが持っていって、Ｂのデータというのは十分でなかったんで、このような結果が出たん

だけれども、ＡとかＣとかいうところはある程度十分なデータを持っている。例えば、ア

メリカで十分だとかＥＵで十分だというようなデータを持っておって、使用が認められて

おるというようなことがあるんだろうと思います。 

  ただ、それはあくまで、あるんだろうと私が思っておるところでございまして、ある意

味で申し上げますと、正式な決定としてはＪＥＣＦＡで「ＮＯ ＡＤＩ」あるいはＪＭＰＲ

で「ＮＯ ＡＤＩ」という評価結果が出ておるわけでございますから、これを無視するほど、

私としては十分なデータを持っておるかどうかという確信がないわけでございます。 

  したがいまして、個別に企業に当たっておるわけでございますが、幾つかの企業という

のはデータを持っておるので評価をしてほしい。 

  例えば、４番目のオキソリニック酸でございますとか、あるいは下から２番目のタイロ

シンでございますとか、幾つかそういうところがあるようでございます。 

  ですから、それらのものにつきましては、データを出していただいて、食品安全委員会

で評価をしていただく。一方では暫定基準は暫定基準として運用をしていって、最終的に

は安全委員会の評価結果でもって見直していくというような取扱いをしたいというふうに

考えておるわけで、それ以外のものにつきましても、同じような取扱いができれば、それ

は１つの科学的なやり方だろうとは思いますけれども、現段階でデータをお出しできると
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いうお約束ができておりませんので、できないのであれば、やはりＪＥＣＦＡとかＪＭＰ

Ｒで「ＮＯ ＡＤＩ」という評価結果というのは、尊重しなければならないのではないかと

いうのが、現段階におきます厚生労働省としての考え方でございます。 

○見上委員  発がん性があるとかいうことで、要するに「ＮＯ ＡＤＩ」というのはわかる

んですけれども、それ以外のことで、これはどの薬と特定するわけではないんですけれど

も、もう不検出というような、それでなおかつデータが多分あるだろうと。だけれども、

これは昔からの薬なんですね。だから、最近の基準に合わせてデータを出すとなったら、

またすごい期間と費用がかかると思うんです。 

  確かに、発がん性みたいな危険なものを外すというのは当然のことなんですけれども、

全くそういう根拠がなくて外す。外すものを「ＮＯ ＡＤＩ」に全部まとめるということは

非常によくないと私は思うんです。なぜかというと、多分こういう薬は、何十年前からで

きている薬ですから世界各国で使っていると思うんです。 

  そうすると、その検査基準が進歩して、ちょっとでも見つかったら、これはだめと言っ

たら、今度は国際的なやりとりのときにまた問題が出てくると思うんです。だから、その

辺も含めて、その発がん性があるのは不検出で結構なんですけれども、それ以外のものと

いうのは、もうすこし考慮しないと大変じゃないかなという気がするんです。 

○中垣基準審査課長  御指摘は勿論そのとおりだろうと思います。１、２答えさせていた

だきますけれども、最初に先生から御指摘のあった、データが古いデータしかないのでは

ないかという御指摘でございます。ここに書いてあります評価の年を見ましても、65 年と

か 73 年とかいうものもたくさんございます。そういう意味で申し上げますと、データを出

すといっている会社においても、データがある程度古い、昔のガイドラインに沿ったデー

タしかないケースもあるんだろうと思います。 

  ただ、データが古いとか新しいとかいう問題はガイドライン適合の問題でもありますけ

れども、サイエンティフィックに評価をしていただくという意味では、やはり評価の土壌

には一応乗るんだろうというふうに考えておるわけでございます。したがいまして、デー

タを提出していただけるというような申出があれば、これらの 11 品目の中であっても安全

委員会に評価をしていただいて、そのデータを取り直せという評価結果も含めて、御評価

いただければという考えを持っているわけでございます。 

  一方、また先生からたくさんの国で使われておるんじゃないかということがございまし

た。そういう意味で申し上げますと、三か国を超えて使われているというのは、一番上の

ＢＨＣ、オキソリニツク酸、更には下から３番目のスルファチアゾール、下から２番目の
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タイロシンでございます。 

  一番上のＢＨＣというのは、γ－ＢＨＣとして、すなわちリンデンとして、「コ」とい

うのはコーデックス基準を指しているわけでございますが、コーデックス、アメリカ、Ｅ

Ｕ、カナダ、豪州と基準があるわけでございますから、ＢＨＣとしては不検出とした上で、

リンデンとして暫定基準をつくるというのが１つ考えられるんだろうというふうに考えて

おります。 

  上から４番目のオキソリニック酸は、先ほど申し上げましたように、企業からデータを

出したいと言われています。それはデータが場合によっては古くて、また安全委員会の方

で取り直せというような話しも出てくる、評価結果としてはあるのかもしれませんが、い

ずれにしてもデータを出したいということを言われておりますので、我々としては食品安

全委員会に評価をお願いをしたいというふうに考えております。 

  また、下から２番目のタイロシンでございますが、これもデータを出そうかというよう

な話が来ておりますので、そういう意味から申し上げますと、先ほどの繰り返しになりま

すけれども、新しい、古い、十分、十分でないという問題はあるにせよ、データを出して

いただくというようなものにつきましては、評価をお願いをする。 

  また、１回不検出で仮に案を公表したところで、データを出しますというような申出が

あれば、暫定基準を新たにつくって評価をお願いをするというような取扱いをすることも

含めて、現段階においては前回の御議論、あるいは本日の見上先生の御意見も踏まえて、

再度我々としては検討しなければならないと思っておりますけれども、ここに来るまでの

考えで申し上げますと、安全サイドに立ってデータを提出するというような申し出がない

ものについては不検出とすることもやむを得ないんだろうと思っております。また、不検

出で内示をする、案を示すということもやむを得ないんだろうというふうに考えておった

ところでございますが、いま一度検討させていただいて、５月の末には御説明させていた

だきたいと思います。 

○見上委員  是非お願いしたいのは、農薬専門調査会で一生懸命審査していても、ひと月

に１種か２種の農薬という段階ですね。それでポジティブリストが決められて、それが先

に走って、データが出てきたにしても、その準備段階とかいろいろ時間がかかって、その

ポジティブリストができてしまって、でも、データで審査するのがずっと遅れてしまうと

仮定しますと、その間、実際問題として世界でタイロシンなどはそうだと思うんですけれ

ども、使われていないわけですね。これががんを起こしたなどという事実は全くないわけ

です。そういうのを全部リストに入れてしまって、そうしたらいろんな面で混乱が起きる
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と思うんです。 

  というのは、動物用医薬品の場合は、動物にやって、そのプロダクト、すなわちトリで

もブタでもいいんですけれども、それが残留がないかどうかで、休薬期間を置きますね。

それが延びてしまうと、結局薬を何のために使ったかと。薬は全く使わなくて、使うべき

でないという意見は確かにあるんですけれども、果たしてそれをやったら、日本の産業、

畜産業以外にも、世界もそうだと思うんですけれども、どこまでそれで成り立つかといっ

たら、多分成り立たないと思う。日本で成り立たないことは、東南アジアとかああいうと

ころで成り立つはずがないですし、そうしたら、これは混乱するし、大変なことになると

いうことが１つ。 

  もう一つは、分析方法が非常に高感度になってくると、もうちょっと見つかったら、こ

れはだめよというふうになってしまうと、これは大変なことになるのではないかと。その

辺も含めて、是非御検討をいただければというふうに思います。 

  以上です。 

○中垣基準審査課長  私の先ほどのお答えが誤解を生んでいるといけませんので、１点だ

け挙げさせていただきますけれども、データを出すと申し出があるところについては、暫

定基準をつくった上で評価をお願いをする。その評価結果に基づいて、暫定基準を見直す

というような手法を取らざるを得ないんだろうというふうに考えております。  また、先

生既に御存じのとおり、スルファチアゾールというのは抗菌剤でございましょうし、タイ

ロシンも抗生物質でございます。このようなものについては、食品衛生法としては含まれ

てはならないという規定があるわけでございますから、そういう意味では、その検出限界

も見ながら必要な基準を考えていくというようなことも、当然のことながら必要になるん

だろうということ考えておるところでございます。 

○見上委員  例えば、キシラジン。これは鎮静剤なんですけれども、「代謝物に遺伝毒性

と発ガン性の疑い」。あくまでも疑いですね。発がん性があったとかそういうことではな

いだろうと。それで発がん性の疑いということの「ＮＯ ＡＤＩ」にして、果たしていい

ものだろうか。 

  私は動物サイドから考えて、これはいろんな動物を使いますね。動物だって、病気にな

ったら痛いし、苦しむんですよ。人間だけがよくて、動物はもう何も使ってはだめという

のはおかしいと思うんですよ。動物だって、ちゃんと治療しなければいけないし、そうい

う意味で、例えば、先ほど来、キシラジンなど一切触れていなかったから、あえて言った

んですけれども、発がん性の疑いがあるということだけで、下のグアザチンは発がん性と。
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これは見つかったということだと思うんですけども、それでどうしてこれは両方一緒にし

てしまうのかなと。その辺もよくわからない。 

○中垣基準審査課長  それはＪＥＣＦＡに聞いてみないと、私が直接答えるだけのあれも

ないわけでございますが、キシラジンについて、まだ確たる情報ではありませんが、デー

タは古いけれども、資料を提出しようかというような話もないわけではございませんし、

その辺りはまた確認した上で御相談をしたいと考えておるところでございます。 

  勿論、これはＪＥＣＦＡとかＪＭＰＲの評価結果をそのまままとめてきておるわけでご

ざいますから、そのＪＥＣＦＡとかＪＭＰＲの評価結果一つ一つについて、本来であれば、

見上先生がおっしゃるように、その疑いがあるとして「ＮＯ ＡＤＩ」にするのが正しいの

か正しくないのかというような、中身に入った議論があるのかもしれませんが、我々とし

ては、ちょっとそういう意味では形式的に整理させていただいておりますので、その辺り

も含めて、一つ一つのものに対する考え方を５月の末までにまとめて御報告をさせていた

だければと思っています。 

○寺田委員長  ほかにございませんか。どうぞ。 

○小泉委員  分析の問題なんですが、ＧＣ／ＭＳとか使って、600 ぐらいを今後開発する

ということなんですが、こういった機械を使って一斉分析するというのはものすごい労力

とコストがかかると思うんです。 

  そういった中で、むしろ外国から入ってくる農薬についてこれをやるとすれば、逆に検

体数、サンプル数というのは少なくて済むのではないでしょうか。そうでなければ、決め

られた人数、分析する人で、しかも 600 を検出することは大変と思います。分析法は開発

すれば幾らでもできますけれども、むしろ一次スクリーニングみたいな形で大きく引っか

かってきたのを更に精度分析するという方が効率的だろうと思います。 

  もう一つは、今、一律基準以下のが 37％ありますね。ここへ 600 出されたら半数ぐらい

は、これは検出限界以下になってくるんではないですか、そういうことはいかがですか。

○中垣基準審査課長  最初の御質問、すなわち実際の検査をどう組むかということでござ

いますけれども、現時点でやっております方法というのは、神戸と横浜に２つの検査セン

ターを持っております。神戸と横浜でそれぞれ一斉分析法を約百品目ずつやっておるわけ

でございますが、神戸でやっている 100 品目と横浜でやっている 100 品目は違うものをや

っております。したがって、全体で 200 品目についてやっているという形で、これを一次

スクリーニング的にやっておるわけであります。その上で検出がされるであるとか、違反

が多いものについては、特別な検査をやっていくという形で考えているところでございま
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す。 

  したがいまして、我々基準を設定するという上から申し上げますと、700 なり暫定基準

をつくるものについて、一応カバーできるようにつくっていきたい。カバーできないので

あれば幾つかの分析を組み合わせて、結局カバーできるようにしたいと考えております。 

 今度は、それをどのような形で使っていくのかというのは、先生が今おっしゃっておりま

したようなスクリーニングと申しますか、モニタリングと申しますか、そういうものと特

別な検査と組み合わせた形でやっていかないと、ある特定のジャガイモについて 700 の農

薬を調べていくというのは、ちょっと難しいだろうと考えております。 

  ２番目の定量限界の目途という観点から申し上げますと、先生に言うのもあれなんでご

ざいますが、今回、ＧＣ／ＭＳあるいはＬＣ／ＭＳ／ＭＳまで考えているところでござい

まして、そういう意味から申し上げますと、定量限界というのは、かなり小さなところま

で行くようには最初から考えて仕組んできておるわけでございますが、５割は行かないと

思いますけれども、今と同じような３割とか２割とかいうような数字というのは、やはり

現段階ではルーティンな検査として 0.01ppm をはかるというのは、なかなか苦労が伴うん

だろうと考えております。 

  この点につきましても、今、精査をいたしておりますので、５月末には案をお示ししま

すし、また８月、９月までかけて検討することにしておりますから、リバイスしたものを

示させていただきたいと考えております。 

○小泉委員  ありがとうございます。 

○寺田委員長  どうぞ。 

○本間委員  最初からの御説明の中でデータの提供が、この際求められると思うんですが、

こういうデータの提供者というのは、まさにその農薬を開発した企業体が出すべきものな

のか、あるいはどういうものが出したデータが審査の対象として受け入れられるものなん

でしょうか。 

○中垣基準審査課長  どのようなデータが評価に耐え得るかというのは。 

○本間委員  どういう母体がつくり出したデータが審査としての対象として受け入れられ

るものかということ。 

  ですから、当然開発した会社が残っていれば、売りたければそれをきっと出すでしょう

けれども、それじゃない機関が証明することがあり得ますか。 

○中垣基準審査課長  非常にまれなケースでは、例えば大学で試験検査されるとか、ある

いは本当に問題となった場合には、厚生労働省の補助金で試験検査をするとかいうような
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ケースもありまして、我々としては評価をお願いする際には、例えば我々がどこかにお願

いをしてやったデータがあれば、それらも添付して評価をお願いしているというのが現状

でございます。 

  ただ、その多くのものというのは、やはり開発した企業の所有物になるんだろうと考え

ております。 

○本間委員  そうすると、開発者がそれを実証する責務を持っているということになりま

すか。 

  それから、先ほどの見上委員の質問と重なってしまうかもしれないんですけれども、例

えば日本に輸入されている主要な穀物とか豆類を供給している国、この図表のつくり方な

んですけれども、それをある品目ごとにまとめたときに、我々が輸入している主要な国で

使われている農薬と、それに許されている水準はほとんど横並び的に同レベルということ

が予想できますでしょうか。 

○中垣基準審査課長  前回お示しをした、昨年の８月に示したのが第２次案でございます

けれども、ここに我が国の農薬取締法の基準、アメリカの基準、コーデックスの基準、ヨ

ーロッパの基準と横並びをしておりまして、そういう意味から申し上げますと、ほとんど

のケースでは似通った数字が入っておりますけれども、10 倍差があるというようなケース、

あるいは 10 倍を超える、20 倍、30 倍の差があるとかいうようなケースもあるようでござ

います。 

  それは、１つには使い方が違う。例えば、ある国では土の中に混ぜる形で使う。ある国

では葉物に上から振りかけるということになりますと、当然のことながら残留度合が全く

異なってまいりますので、そういった使用方法、勿論気候条件とか、そういうものがある

のかもしれませんが、そういった使用方法の違いによる差というのがあるようでございま

す。 

○本間委員  それもやはり一時的なことかもしれないけれども、こういう制度を変えると

きの混乱で、また別の体系で並んでしまうということが懸念するかなと思ったんです。 

  ３番目ですけれども、今年の 11 月までに１つのあれを出すということですね。そうする

と、日本の国内では、今までのをそれぞれランク付けされるんでしょうけれども、中には

はじき出されるものもあるかもしれないということがあったときに、こういうものは使わ

ないということの措置が講ぜられるだけで回収するとか、そういうことは全く別のことと

してお考えになるんですか。それとも、それがどこかの納屋に残っているじゃないですけ

れども、そういうものがきちんと回収されないで、いつまで経ってもだらだら出てくると
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いうことが起こり得る処置なんでしょうか。 

○中垣基準審査課長  国内的には農薬取締法の基準、薬事法の基準というのを暫定基準を

つくっていく上での参考としております。 

  また、基準値の設定方法として前回お示しをしましたけれども、コーデックス基準があ

る場合にはコーデックス基準、コーデックス基準がない場合で国内の基準がある場合には

国内の基準という具合にしております。 

  したがいまして、コーデックス基準がある場合であって、コーデックス基準の方が国内

基準よりきついというか、数字として小さい場合に、国内の農薬あるいは動物薬の使用を

どうするかという問題が出てまいるわけでございます。 

  この点につきましては、農林水産省において１品目ずつ調査をしていただいて、補正を

する必要があるのであれば、そのデータを出していただきました。その結果として、一部

コーデックス基準がある場合であっても、国内の農薬あるいは動物薬の使用を考えて、デ

ータに基づく値に基準値を変えるという決定を審議会でいただいたものがありますけれど

も、その２つを組み合わせれば、国内におきましては、現行の農薬取締法、現行の薬事法

の基準に基づいて使用していただければ、今回のこの基準というのは満足できると考えて

いるところでございます。 

○本間委員  わかりました。大変御丁寧に説明いただいたんですけれども、ちょっと私の

理解力が多分十分でないと思うので教えていただきたいんですけれども、資料の２－４の

最後のところに「IV  一律基準の設定について」という考え方が５つございまして、それ

ぞれ納得できる考え方だと思うんですけれども、ただ唯一（１）の国内外において使用さ

れる農薬等は云々とあって、こういうことで残留基準が設定されると、３行目までそうい

うふうにつながっていく。 

  したがって、一律基準は基本的に当該農薬等の使用が認められていない農産物等に残留

する場合に適用されると書いてあるんですけれども、つまりその農産物にはこの農薬が認

められていないにもかかわらず、残留していたというときに、0.01ppm ならば、それが一

つの基準になるということは、逆に言うと、使っていけない農薬を多分使っていても極め

て微量ですね、それであれば基準になると読んでも構わないんですか。 

○中垣基準審査課長  0.01 というのは、どのような形で取られるかにかかっていくんだろ

うと考えております。 

  そういう意味ではＥＵのペーパーが参考になるんだろうと思いますが、戻って恐縮でご

ざいますが、２ページの下から７行目の中ほどにABCとＥＵの考え方をここで示してお
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ります。これはどちらかというと、リスク評価という観点より、リスク管理という観点か

らＥＵ的にまとめておりますけれども、言うまでもございませんが、ゼロというのは担保

できない。 

  B番目でございますけれども、今までの経験からすると、0.01ppm で消費者の保護とい

うのは図れるんだということです。 

  Cでございますが、先ほどルーティン・アナリティカル・メソッドと申し上げたわけで

ございますけれども、１つのものを現在の技術ですから、しつこく何時間もやれば、それ

は計算できるんでしょうが、効率性も考えられるんだということで、ある面で申し上げま

すと、ゼロに代わる数字として 0.01 というのを使っておるというのがＥＵ的な考えでしょ

うし、我が国においても、確かに裏から見れば先生のおっしゃっているとおりでございま

すが、裏からの考え方をそのとおりですというような法制上の仕組みにもなっていないと

いうことでございます。 

○寺田委員長  どうぞ。 

○中村委員  もう一つ、先ほどの資料２－２の参考のところの「基準設定農薬数」という

ので、日本「740 （暫定基準）＋66（現行基準）」と書いてありますけれども、740 とい

うのは、たしかちょっと前に 670 とか、何かあったような気がするんですけれども、これ

はそういうふうに増えていくものなんですか。 

○中垣基準審査課長  670 という数字が、16 年８月の二次案でお示しした数でございます。

670 と 740 の間に 70 程度差があるわけでございますが、これは前回の会合で釈明させて

いただいたところでございますけれども、どういうことが起きたかと申し上げますと、Ｅ

Ｕでございますとか、オーストラリアでございますとか、基準値を見てみると、すべて定

量限界あるいは検出限界で基準が決まっているものでございます。 

  すなわち、ある農薬に定められた基準値を見ると、例えば検出限界と書かれている。我

が国でもある農薬については不検出と定めておるわけでございます。日本で不検出を定め

ているというのは、使用を禁止している。残留を禁止しているという意味ですから、ＥＵ

とかオーストラリアにおいても同じ意味だというふうに考えて、そういう農薬についてい

て暫定基準をつくらないということでやってきたわけでございますけれども、今回意見が

出てきてわかりましたのは、使用を認めているんだ。使用を認めているんだけれども、実

際に残留がないというか、その分析法で残留が検出されないので、検出されない限界値を

もって基準としたというような説明でございまして、だとすれば、我が国では基準をつく

るという方向に当たってしまうということから、その作業を今やっているところでござい
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ます。申し訳ございません。 

○寺尾委員  お願いなんですけれども、１つは、先ほど小泉委員から分析法のことが出た

んですけれども、前回の御説明ですと、５月ぐらいまでですか、今、葉肥について分析法

の開発をなさっているという話で、５月ぐらいにそれがほぼでき上がるという話なんです

けれども、最終的にどういう方法になるのか、ちょっとわからないんですけれども、もし

ＨＰＬＣのような相対分析法を使うような場合、当然これは標準品が要るようになります。

  そうしますと、分析法はできたけれども、分析をやる人が標準品が手に入らないという

事態になると非常にまずいですね。 

  たしか以前に説明をいただきましたが、標準品は試薬を売っている会社がやることだか

ら、そちらに任せて大丈夫だという話を中垣さんから聞いたんではないかと、よくわから

ないですけれども、だけど、今度は数がやたらに多いですけれども、本当に日本で使われ

ていなかった農薬で、外国でちょぼちょぼ使われているようなものの標準品まで日本で手

に入るかどうかわからないということがありますので、その標準品の手当というのを、や

はり行政的にどうなるかということをお考えいただきたいということが１つ。 

  もう一つは、食品安全基本法にのっとって、緊急事態ということで暫定基準を決めるわ

けです。当然これは法律によれば、その後、おもむろに安全性評価をやるという話になる

わけですけれども、やはりこれも数が多いので、ただやみくもに安全性評価をやるという

ことではなくて、やはりプライオリティーを決めてやることになると思うんですけれども、

どういう基準でプライオリティーを付けるかという考え方を一度出していただけると非常

にありがたいと思うんです。 

  最後は、くだらないことなんですけれども、資料２－３の表を見ますと、四塩化炭素と

いうのは、ＥＵでまだ農薬に使っているんでしょうね。毒性の強いものですから、まさか

動物薬ではないと思うんですけれども、そうすると、たしか四塩化炭素というのは国際的

に、2000 年か 2001 年か知らないですけれども、全面的に使用禁止をするということに合

意したんではなかったんでしたか。 

  そうすると、これは相変わらず使われているというのは、非常にルール違反という話な

ので、この際、ＥＵにこんなのやめろというような申し込みというのはできないかと、そ

ういう可能性はないのかということ、これは質問かもしれませんけれども、お願いか、質

問かよくわかりませんけれども。 

○中垣基準審査課長  ３つの御意見をいただいたので、１つずつ答えていきたいと思いま

す。 
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  １番目の相対分析法に必要な標準品の件でございます。試薬メーカー任せと答えたのは

私じゃないと思いますので、御勘弁いただきたいと思いますが、第二次案の段階で試薬メ

ーカーに御協力をいただいて、その利用可能性を調査いたしております。670 のうち、50、

60 が現時点で手に入らないというような状況でございまして、この 50、60 を少なくする

努力を今やっているところでございます。 

  ２番目の安全性評価のプライオリティーの問題は、御指摘のとおりだと考えております。

前回、一日摂取量調査等を踏まえと御説明を申し上げたわけでございますが、もう少し具

体化を図らせていただいて、５月の末にはまた我々としての考え方をお示ししたいと思い

ます。 

  ３番目の四塩化炭素の問題でございます。これは、前回、ＪＥＣＦＡ、ＪＭＰＲ、ＮＯ 

 ＡＤＩの話を、たしか小泉委員から御指摘いただいたと覚えておりますが、いいことを御

指摘いただいたというと、おこがましいんでございますけれども、私も四塩化炭素がある

ことを見て、今更ながらびっくりしたところでございます。 

  具体的には、米、小麦、トウモロコシ、ソバ、穀類に 0.1 という基準値が定められてお

るところでございまして、ＥＵにその使用をやめろというかどうかというのは、難しいか

と思いますけれども、不検出で取り締まるというのは、試薬からも除こうとしておるとこ

ろでございますが、ある面で行くと当然のことなんではないかと考えているところでござ

います。 

○寺尾委員  いつだったか、四塩化炭素を使っている試験法というのを変えたからという

ことで諮問がありましたね。そういう状況なのに、一部の地域というのか、国というのか、

そういうところでまだ相変わらず平気で使っているというのは、何か国際的な合意を無視

しているとしか思えないという気がするんです。 

○寺田委員長  ほかにございますか。 

  どうぞ。 

○齊藤事務局長  今の四塩化炭素の基準の話は慎重に調べていただいた方がいいと思うの

は、基準があるということは使っているということではなくて、単にコントロールしてい

るだけですから、ほかの国が使ったものを輸入することはしないとか、そういう観点かも

しれないので、そこはよく調べていただかないといけない。 

  非常に古典的なものですから、恐らく先進国で使っているということは、通常は余り考

えにくいと思いますので、それだけ申し上げさせていただきます。 

○寺田委員長  大変細かいことでも皆さん言うべき意見は大体言われたと思うんですけれ
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ども、中村委員がちょっと言われたのは 0.01ppm の裏返しの話ですね。資料の２－４の５

ページのところに「発がんの生涯リスクが 100 万分の１を超えないことを目安としてい

る」と、文献が５、６と書いてありまして、その上にちょっと文章が書いてあります。 

  その下に、参考として生涯リスクが出ていますが、これはどういう意味で出されている

わけですか、参考までに。 

○中垣基準審査課長  この文献において、10 のマイナス６乗の発がんリスクというのが取

り上げられておるわけでございます。10 のマイナス６乗の発がんリスクというのは、一体

何なんだろうということで、特に誤解が生じましたのは、10 のマイナス６乗は 100 万人に

１人でございますから、ということは年に 100 人がんになるというリスクなんですかとい

う誤解が生じたわけでございます。 

  ところが、これは生涯リスクでございますから、一生涯生きたときに、100 万人に１人

程度、今、日本に１億人いて、１年に 100 万人いるとすると、100 万人の人が生まれて死

ぬまでに１人というリスクなんですが、よそのリスクと比べたときにどうなのかというこ

とで、交通事故だと 10 のマイナス３乗ぐらいのリスクですと。落雷で死ぬリスクというの

が大体 100 万分の１ぐらいのリスクですというようなリスクの大きさをここで示したわ

けでございますが、それがよかったかどうかというのは、実は部会の中でも御議論があり

ましたし、これは科学的文献ですから、発がん性について 10 のマイナス６乗リスクという

ので議論がされておるわけでございますが、国内における食品規制というのは、基本的に

遺伝毒性のある発がん性物質というのは、10 のマイナス６乗リスクの問題ではなくて、規

制をするという立場を取っていることとも衝突しているんではないかという御意見も賜わ

ったところでございます。 

○寺田委員長  どうもありがとうございました。本当に参考のために出されたんですね。 

 それでは、ほかにございませんか。意見も出尽くしたようでございますので、このポジテ

ィブリスト制度の導入に当たりましては、考慮していただく事項につきましては、これま

での委員の今日の意見をまとめていただきまして、厚生労働省へ伝えていくことが、私ど

もの委員会としては、大変大事だと思います。 

  つきましては、事務局の方で今回、あるいはこの前の委員の先生方の意見をとりまとめ

まして、意見表明の案をつくっていただきまして、次回の委員会においてこれを審議する

という形を取りたいと思っておりますが、いかがでございましょうか。よろしゅうござい

ますか。 

                            （「異議なし」と声あり） 
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○寺田委員長  どうもありがとうございました。 

  なお、本日提出できなかった資料につきましては、先ほど言われましたように、５月末

までとか、その後という、まだ時間がかかるようでございますので、厚生労働省の方で作

業を進めていく中で、適切な時期に作業状況とともに報告していただければありがたいと

思っております。よろしくお願いいたします。 

  それでは、続きまして「食品安全関係府省食中毒緊急時対応実施要綱及び食品安全委員

会食中毒緊急時対応指針（案）について」、事務局から説明をお願いいたします。 

○杉浦情報・緊急時対応課長  それでは、まず「食品安全関係府省食中毒緊急時対応実施

要綱」について御説明させていただきます。資料３－１をごらんください。この実施要綱

につきましては、４週間前のこの委員会会合におきまして、御審議いただきました。その

結果、タイトルにつきまして、マニュアルから実施要綱に変更した方がよいのではないか

という御意見をいただきました。 

  したがいまして、本日お配りしておりますマニュアルにつきましては、実施要綱という

タイトルになっております。その後、この実施要綱につきまして、関係省庁でございます

厚労省、農水省、環境省の担当部局におきまして決済を行い合意を取り付けております。

１ページの右肩にございますように、本日付けで「関係府省申合せ」ということで発効し

ておりますことを御報告させていただきます。 

  次に、資料３－２の「食品安全委員会食中毒緊急時対応指針（案）」につきまして、御

説明申し上げます。この対応指針につきましても３月１７日の緊急時対応専門調査会でと

りまとめたものでございます。前文のところにございますように「食品安全関係府省食中

毒緊急時対応実施要綱」に即し、食品安全委員会における食中毒による緊急事態等への対

応に関する具体的な手続を定めたものでございます。 

  資料３－３を御覧いただきたいんですけれども「食中毒における緊急時対応の流れ」で

ございますけれども、食中毒の緊急事態を疑う情報連絡がございますと、初動対応という

プロセスを経て、その緊急度に応じまして緊急対策本部を設置、あるいは関係府省連絡会

議を開催して、最終的には収束に向かうわけでございます。 

  また、こういった緊急対策本部や関係府省連絡会議を開催せずに、平時の対応を継続す

るということで対応することもあるわけでございます。 

  次のページに「食中毒による緊急事態における初動対応のイメージ」をチャートで示し

ました。食中毒が発生いたしますと、通常リスク管理機関からの情報連絡窓口から当委員

会に通報があるわけでございますけれども、実施要綱につきましては、この初動対応の大



 29

きな四角の部分の手順を示したわけでございますけれども、今般の対応指針につきまして

は、この大きな四角の真ん中にございます「食品安全委員会」における情報連絡を受けて

から、委員会内における情報連絡、それから、最終的に緊急対策本部を設置するか、ある

いは関係府省連絡会議を再開するか、あるいは平時の対応で済ますか。こういった「食品

安全委員会」におけるプロセスを定めたものが対応指針でございます。 

  もう一度、資料３－２に戻っていただきまして、今、申し上げましたような流れを反映

いたしまして、この対応指針の構成につきましては、１ページから２ページにかけて「Ｉ 

 平時からの対応」、２ページから４ページにかけて「II  初動対応」、４ページから６ペ

ージにかけて「III   対応策の実施」、６ページ以降ですけれども「IV  その他」という

ような構成になっております。 

  最後に「別添様式」で「食品危害情報の通報受付票」、それから緊急事態が発生した場

合の「食品安全委員会第一次参集要員等」といった別添資料を添付させていただいており

ます。 

  もう一度、１ページに戻っていただきまして、少し内容について御説明させていただき

ます。 

  まず「Ｉ  平時からの対応」につきましては「１  平時からの準備体制」といたしまし

て、（１）～（４）までのそれぞれ委員会内における本指針の内容の周知徹底、それから

緊急事態が発生した場合に必要となる書類等の整理について定めております。 

  夜間休日に緊急事態が発生した場合において、直ちに参集すべき職員ということで、第

一次参集要員の指定についても定めております。 

  夜間休日を含む情報連絡体制の確立、委員会及びリスク管理機関の情報連絡窓口の設置

について規定しております。 

  「２  平時からの情報収集等」といたしまして、まず情報・緊急時対応課は、平時から

情報課と連携して、広く食中毒に関する情報、科学的知見の収集を行うということで、そ

こに４つほど情報の収集源を示しております。 

  情報・緊急時対応課は、このようにして収集した情報を科学的知見の分析、整理を行い

まして、定期的に、または重要度の高いものについては、直ちに委員長及び事務局長に報

告するとともに、事務局内における情報の共有を図ることとしております。 

  委員長は、報告を受けた場合には、委員会会合においてリスク管理機関から報告を受け

る必要があると判断したときには、事務局長に対しリスク機関に対する委員会会合への出

席及び報告の要請を行うよう指示することとしております。 
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  （２）で、勧告広報課による情報収集等につきまして、平時において食の安全ダイヤル

及び食品安全モニター等を通じて、食中毒に関する情報を収集した場合には、遅滞なく情

報・緊急時対応課に提供することとしております。 

  （３）で、ファクトシートにつきまして、必要に応じ情報・緊急時対応課は、評価課及

び勧告広報課と連携して、ファクトシートを事前に作成しておくこととしております。 

  「３  リスク管理機関との緊密な連携」につきまして、委員会は情報・緊急時対応課を

通じて、食中毒に関する情報の連絡及びリスク管理機関等、食中毒に関する情報の連絡及

び交換を行い、密接な連携を図ることとしております。 

  （２）で、委員会は、厚生労働省から、毎年１回、委員会会合において、前年度の食中

毒の発生状況の確定値についての年次報告を受けることとしております。 

  （３）で、食品安全総合情報システム、来年度までの事業で今、整備中ですけれども、

これの活用について研究しております。 

  （４）では「食品安全委員会とリスク管理機関との連携・政策調整の強化について」の、

関係府省申合せに基づいて、局長レベルで関係府省連絡会議、それから課長レベルで関係

府省連絡会議の幹事会、補佐レベルで担当者会議を開催して、各チャンネルでの平時から

の連携の強化をしていくこととしております。 

  次に「II  初動対応」でございますけれども、まず「１  食中毒の発生に関する情報の

受理」につきまして、委員会に対し食中毒の発生に関する情報連絡があった場合には、受

付者は通報受付票により、必要な情報の聴取及び記録を行うこととしております。 

  （２）で、受付者は、食中毒の情報を受けた場合には、速やかに情報・緊急時対応課に

情報連絡を行うことになっております。 

  なお、通常リスク管理機関から食中毒の情報が入ってくるわけですけれども、情報提供

者がリスク管理機関の職員以外である場合には、リスク管理機関の情報連絡窓口に対して

連絡を行うことにしております。 

  次に「２  食中毒の発生に関する情報の連絡」といたしまして、（１）で、情報・緊急

時対応課による、委員会内への情報の連絡について規定しております。 

  （２）で、委員長の判断による食品安全担当大臣への迅速な報告について定めておりま

す。 

  「３  第一次参集要員等の対応」でございますけれども、（１）で、事務局長は、夜間

休日に、食中毒による緊急事態等の発生に関する情報連絡を受け、必要であると判断した

場合に、速やかに第一次参集要員の参集を指示する。 



 31

  （２）で、参集した第一次参集要員及び原因別参集要員が取るべき参集後の実施すべき

事項を定めております。 

  「４  初動対応の決定」につきまして、（１）で、委員・事務局会議の開催について規

定しておりまして、委員事務局会議を開催し、初動対応の方針について検討を行うとして

おりまして、この会議におきまして、委員会会合、または専門調査会において審議する必

要があるかどうかを判断いたしまして、もし審議する必要があると判断される場合には、

（２）にございますように、必要に応じて臨時に委員会会合を開催し、対応策を審議する

こととしております。 

  この場合において、委員長がリスク管理機関からの報告が必要であると判断したときに

は、委員会会合において関係するリスク管理機関の職員及び当該食中毒に関する専門家を

招致して報告を受けることとしております。 

  （３）で、委員会は、委員長が必要であると判断した場合には、食品安全担当大臣に迅

速に報告を行うこととしております。 

  「５  その他」といたしまして、ただいま説明いたしました初動対応の各プロセスにつ

いての緊急時における対応チェックリストを別添６で用意しておるわけですけれども、こ

のチェックリストによる確認について言及しております。 

  次に「III   対応策の実施」でございますけれども、１の（１）で「緊急対策本部の設

置のための緊急協議の実施の助言」ということで、委員会は、食品安全担当大臣に対し、

緊急対策本部の設置のための緊急協議を行うよう指示することとしております。 

  （２）で「関係府省連絡会議の開催」につきまして、事務局長は委員会から関係府省連

絡会議の開催を指示されたときには、速やかにこれを開催することとしております。 

  更に「２  緊急時における情報収集等」といたしまして、まず事務局各課は、食中毒に

関する情報及び科学的知見の収集を行うこととしておりまして、更にBでございますけれ

ども、発生した食中毒に関するファクトシートを作成していないときには、情報・緊急時

対応課は、必要に応じ評価課及び勧告広報課と連携して、ファクトシートを速やかに作成

することとしております。 

  Cでは、更にファクトシートに関するＱ＆Ａを作成することとしております。 

  （２）は、現地派遣による情報収集に関する規定でございますけれども、委員長は、必

要があると判断した場合には、事務局長に対し速やかに職員等を現地派遣するよう指示す

ることとしております。 

  Bでございますけれども、派遣された職員等が現地において行うべき活動について言及
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しております。 

  「３  情報提供及びリスクコミュニケーション」につきましては、まず（１）で勧告広

報課は、ファクトシート等を速やかにホームページに掲載する等の情報提供を行うと。ま

た、勧告広報課及びリスクコミュニケーション官は、リスク管理機関と緊密に連携して、

リスクコミュニケーションを適切に行うという規定を定めております。 

  次に「４  食品健康影響評価」でございますけれども、（１）で、食品健康影響評価の

実施と、評価結果の適切な公表について言及しております。 

  （２）で、委員会は、緊急を要すると判断した場合には、食品健康影響評価を優先的か

つ迅速に行うこととしております。 

  （３）で、委員会は、緊急暫定的なリスク管理措置の実施に当たり食品健康影響評価を

実施した場合には、措置の実施状況及びその後の科学的知見について、十分把握するよう

に努めることとしております。 

  「５  勧告及び意見」でございますけれども、（１）で、食品健康影響評価の結果に基

づく食品の安全性の確保のため講ずべき政策についての、関係各大臣への勧告、その内容

の公表について定めております。 

  （２）で、食品健康影響評価の結果に基づき講じられる施策の実施状況の監視、それか

ら必要に応じた勧告について言及しております。 

  （３）で、食品の安全性の確保のため講ずべき施策に関する重要事項の調査審議、意見

具申について言及しております。 

  「６  科学的見地からのリスク管理機関に対する助言」といたしまして、委員会は必要

と判断されるときには、科学的知見からリスク管理機関に関する助言を行うこととしてお

ります。 

  最後に「IV  その他」でございますけれども、まず「１  緊急事態等の収束」につきま

して、緊急対策本部が設置された場合については、食品安全担当大臣による緊急対策本部

の解散をもって緊急事態の収束とするわけですけれども、委員長は必要に応じて食品安全

担当大臣に対して、対策本部の開催について助言を行うことになっております。 

  （２）で、緊急対策本部は設置されなかったが、関係府省連絡会議が開催された場合に

は、委員会が緊急事態等の収束について判断することとなっております。 

  「２  事後検証及び指針の改定」でございますけれども、（１）で、委員会は、緊急対

策本部が設置され、または関係府省連絡会議が開催された場合には、緊急時対応専門調査

会に対し、緊急時対応の問題点や改善点等について、事後検証を行うように指示すること



 33

となっております。 

  （２）で、事後検証の結果、またはその他の理由により必要と認められる場合には、こ

の指針を改定することとなっております。 

  以上、対応指針（案）について、御説明させていただきました。本日、審議していただ

いた上で、もしできれば本日付けで決定していただきまして、実施要綱とともに本日付け

で発行したいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

○寺田委員長  どうもありがとうございました。 

  関係府省の話は、もう前に決まりまして調整をしていただいたということです。 

  それから、この「食品安全委員会」そのものの食中毒のときの対応という基本的な要綱

を書いていただきました。 

  何か御意見ございますでしょうか。内容はこれでよろしゅうございますか。 

  それでは、この（案）を取っていただきまして、今日決定ということにいたします。 

  どうぞ。 

○杉浦情報・緊急時対応課長  先ほど入った情報なんですけれども、本日、実施要綱と対

応指針を策定したわけなんですけれども、関係府省におかれましても、農林水産省におき

ましては、製造、加工、流通、販売段階における食品安全に関する緊急時対応実施指針と

いうものを定めて、本日付けで公表すると聞いております。 

  それから、厚生労働省におきましても、食中毒健康危機管理実施要綱というものが既に

定められていたわけなんですけれども、「食品安全委員会」との連携との記載がなかった

わけですけれども、既にその対応は図られていると聞いております。 

○寺田委員長  どうもありがとうございました。今、言われた、前のときは厚生労働省の

食中毒健康危機管理実施要綱に書いていなかったものですから、それを質問しようと思っ

ていました。ちゃんと書き入れてくださったわけですね。どうもありがとうございます。 

 これでよろしゅうございますか。 

                              （「はい」と声あり） 

 

○寺田委員長  どうもありがとうございました。何回も繰り返しになりますけれども、私

どもの委員会としての役割に緊急時対応は食品安全基本法の中には書いてないんです。し

かし、その基本法の第２１条第１項に規定する基本的事項の中でやりなさいということで

す。ちょっと長くなりましたけれども、そういうことなので詳しく書いていただいて、専

門調査会の方々、どうもありがとうございました。 
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  それでは、ほかに議事はございますか。 

○小木津総務課長 特にございません。 

○寺田委員長  それでは、この委員会の議事はすべて終了いたしました。特に御発言ござ

いませんか。 

  以上をもちまして「食品安全委員会」第 91 回の会合を閉会いたします。 

  次回の委員会の会合につきましては、４月 28 日、木曜日、14 時から開催いたしますの

で、お知らせいたします。 

  25 日月曜日、14 時から「遺伝子組換え食品等専門調査会」が公開で開催されます。 

  25 日月曜日、15 時からは、同じく「遺伝子組換え食品等専門調査会」が非公開で開催さ

れます。 

  26 日火曜日、10 時から「動物用医薬品専門調査会」が公開で開催されます。 

  26 日火曜日、11 時 40 分からは、同じく「動物用医薬品専門調査会」が非公開で開催さ

れます。 

  26 日火曜日、15 時からは「プリオン専門調査会」が公開で開催されます。 

  27 日水曜日、14 時からは「農薬専門調査会」が非公開で開催されます。 

  27 日水曜日、14 時からは「リスクコミュニケーション専門調査会」が公開で、それぞれ

開催を予定していますので、お知らせいたします。 

  どうもありがとうございました。 

 


